
1144．．ゴゴルルフフ場場利利用用税税交交付付金金

１.　ゴルフ場利用税は、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

　　          収入分

　１ 人 １ 日  １２月： ８月～１１月収入分

※

　　　　　　 

※  ３月 ： １２月～２月収入分

　

　

　　

２．

　

　

1155．．自自動動車車取取得得税税交交付付金金

１． 自動車取得税は、次の税率により課税するものとする。（別途エコカー減税あり） ８月 ： －前年度３月収入見込額

         ＋同月収入分

         ＋４月～７月収入分

　自動車の取得価格に対し １２月： ８月～１１月収入分

　※　ただし、営業用及び軽自動車については、税率2％。  ３月： １２月～２月収入分

 ＋３月収入見込額

２．

　 　   ※令和元年度のみ

　  ８月：－前年度３月収入見込額

３．         ＋同月収入分

        ＋４月～７月収入分

 １２月：８月～９月収入分

　

　

　

　　※※　　自自動動車車取取得得税税はは令令和和元元年年1100月月１１日日よよりり廃廃止止。。

平成20年度までは、道路に関
する費用に充てる

［ 制 限 な し ］

区　　　分

及　び

千円千円

市    町    村

38,523

令和２年度

［ 交 付 金 の 使 途 ］

交 付 の 時 期 等

千円 千円

ゴルフ場所在

市    町    村

[ 道 府 県 ]

区　　　分 平成28年度

制限税率　　区　　　　　　　　　　分

１,２００円

平成30年度

８００円

18歳未満の者、70歳以上の者、障害者、国民体育大会のゴルフ競技に参加
する選手（国民体育大会及び同予選会の競技としてゴルフ場を利用する場合
に限る。）及び国際的な規模のスポーツ（閣議において決定又は了解されたも
のに限る。）競技に参加する選手が当該競技会の公式練習等による利用，学
校教育法第１条に規定する学校の学生、生徒等又はこれらの者を引率する教
員の利用（保健体育科目実技又は公認の課外活動としてゴルフ場を利用する
場合に限る。）については非課税である。
また、早朝における利用や、国民体育大会の公式練習による利用などの場合
には、税率が２分の１となる場合がある。

ゴルフ場利用税交付金は、道府県が、当該道府県内のゴルフ場所在の市町
村に対し、当該道府県に納入された当該市町村に所在するゴルフ場に係るゴ
ルフ場利用税の額の１０分の７に相当する額を交付する。

指　　定　　市

[ 道 府 県 ]

平成30年度平成29年度平成28年度

自動車取得税交付金は、道府県が、自動車取得税の収入額に９５％を乗じて
得た額の１０分の７に相当する額を、市町村に対し、２分の１の額を区域内に存
する市町村道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分して交付する。

指定市を包括する道府県は、自動車取得税の収入額に95％を乗じて得た額
の10分の3に相当する額を、指定市に対し、2分の1の額を区域内の一般国
道、高速自動車国道及び都道府県道の延長で、他の2分の1の額をその面積
であん分して交付する。

決　　算　　額

税　率 免　税　点

３％ ５０万円以下

千円

交　　付　　の　　基　　準　　等

　　区　　　　　　　　分

交 付 団 体

[交付義務者]

35,894

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

令和元年度

標準税率

［ 制 限 な し ］

平成29年度

ゴルフ場の規模や料金などにより、数段階の税率区分を設けることとされてお
り、福岡県においては、１１級（200円）から1級（1,200円）までの11段階に分か
れている。

38,661

1,322,301 1,382,012

交 付 団 体

千円

令和元年度 令和２年度

-                    

千円

707,681960,438

千円

決　　算　　額 38,422

交　　付　　の　　基　　準　　等

36,880

千円 千円

1166．．環環境境性性能能割割交交付付金金

１． 自動車税環境性能割は、次の税率により課税するものとする。 ８月 ： －前年度３月収入見込額

         ＋同月収入分

         ＋４月～７月収入分

１２月： ８月～１１月収入分

 ３月 ： １２月～２月収入分

         ＋３月収入見込額

２. 　　　※令和元年度のみ

　１２月： １０月～１１月収入分

 ３月 ： １２月～２月収入分

  　     ＋３月収入見込額

３.

1177．．軽軽油油引引取取税税交交付付金金

１． 軽油引取税は、軽油の引取り等に対し、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

　          収入分

　軽油１キロリットルにつき  １２月 ： ８月～１１月収入分

２.  ３月 ： １２月～２月収入分

　

　

　※上記決算額は､軽油引取税交付金と旧法による軽油引取税交付金の合算額。

環境性能に応じ
非課税～３％

千円 千円

令和元年度 令和２年度

［ 制 限 な し ］

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 千円 千円

指定市を包括する道府県は、自動車税環境性能割の収入額に95％を乗じて
得た額の100分の35に相当する額を、指定市に対し、2分の1の額を区域内の
一般国道、高速自動車国道及び都道府県道の延長で、他の2分の1の額をそ
の面積であん分して交付する。

環境性能割交付金は、道府県が、自動車税環境性能割の収入額に９５％を
乗じて得た額の100分の47(※)に相当する額を、市町村に対し、２分の１の額
を区域内に存する市町村道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分
して交付する。
(※)令和４年度以降は，100分の43。

免　税　点

５０万円以下

　※　ただし、令和元年10月１日から令和3年3月31日までの間は，税率１％分を
　　　 軽減。

税　率

　自動車の取得価格に対し

　　区　　　　　　　　分及　び

[ 道 府 県 ]

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市    町    村

指　　定　　市

決　　算　　額 － － － 256,983 544,827

　（　本　則　） （１５,０００円）

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

指　　定　　市

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

　　区　　　　　　　　　　　　分 税　　率

[ 道 府 県 ] ３２,１００円

決　　算　　額 5,488,349 4,821,470 4,930,594 4,766,915

軽油引取税交付金は、指定市を包括する道府県が、軽油引取税の収入額に
10分の9を乗じて得た額を指定市に対し、当該指定市の区域内に存する一般
国道、高速自動車国道及び都道府県道の面積であん分して交付する。

［ 制 限 な し ］

平成20年度までは、道路に関

する費用に充てる

区　　　分

4,655,491

千円 千円 千円 千円 千円

― 83 ―


